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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 19,210 18.8 2,291 △4.1 2,360 △3.0 1,145 △27.8
22年3月期 16,174 9.8 2,390 3.2 2,434 5.3 1,587 12.6

（注）包括利益 23年3月期 957百万円 （△38.4％） 22年3月期 1,554百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 15,471.52 15,470.68 15.6 20.1 11.9
22年3月期 21,449.98 21,442.74 25.4 24.1 14.8

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  △19百万円 22年3月期  △2百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 12,375 7,751 62.5 104,509.02
22年3月期 11,143 6,934 62.2 93,648.80

（参考） 自己資本   23年3月期  7,738百万円 22年3月期  6,931百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 1,612 △900 △23 4,618
22年3月期 1,603 △1,291 △270 4,036

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 1,250.00 ― 1,250.00 2,500.00 185 11.7 3.0
23年3月期 ― 1,250.00 ― 1,250.00 2,500.00 185 16.2 2.5
24年3月期(予想) ― 1,500.00 ― 1,500.00 3,000.00 13.8

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,599 18.6 1,020 2.6 1,031 △3.8 623 11.6 8,421.84
通期 22,500 17.1 2,650 15.6 2,670 13.1 1,606 40.2 21,691.71



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、【添付資料】20ページ「３．連結財務諸表（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、【添付資料】44ページ「３．連結財務諸表（10）連結財務諸表に関する注記事項
（１株当たり情報）」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 75,051 株 22年3月期 75,016 株
② 期末自己株式数 23年3月期 1,000 株 22年3月期 1,000 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 74,045 株 22年3月期 74,016 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 14,033 11.1 1,425 △11.7 1,515 △11.5 656 △25.8
22年3月期 12,633 9.4 1,614 13.2 1,711 15.3 883 △4.5

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

23年3月期 8,862.58 8,862.10
22年3月期 11,943.08 11,939.05

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 8,460 5,081 60.1 68,626.82
22年3月期 7,603 4,607 60.6 62,244.99

（参考） 自己資本 23年3月期  5,081百万円 22年3月期  4,607百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、【添
付資料】２ページ 「１．経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
 
２．決算補足説明資料は平成23年５月17日（火）までに当社ホームページに掲載いたします。 
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(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

 当連結会計年度における日本経済は、政府の景気刺激策や中国、インドなどをはじめとする新興国の需要拡大に伴

う輸出産業の回復などにより、一部には改善の兆しが見られる状況となりました。しかしながら、依然として高水準

で推移する失業率、為替動向や海外の金融不安もあり、先行きは見通しがつきにくく、経営環境は厳しい状況が続い

ております。 

 このような環境下において、グループ全体としましては、第三次中期経営計画の１年目として、既存クライアント

企業のニーズの掘り起こし及び新規クライアントへ既存事業の拡販活動など積極的な売上高拡大を図ってまいりまし

た。更に、当社グループの強みを一層向上させるフィールドワーク専門子会社（株式会社プレミアアシスト東日本、

株式会社プレミアアシスト西日本、株式会社プレミア・プロパティサービス）のサービス拠点拡大を中心に戦略的な

先行投資を実施いたしました。とりわけ、成長事業であるプロパティアシスト事業は、潜在的な需要が見込める主要

都市である名古屋・大阪に拠点を進出し、既存クライアント企業である大手不動産ディベロッパーの分譲物件及び管

理物件に対するサービス提供機会の拡大をいたしました。 

 収益面については、手数料単価の値下げや円高の影響、大雨や猛暑による一時的な費用の上昇に対して、原価管理

の強化及び業務の効率化向上の推進、更にオーストラリアの現地法人における不採算部門を閉鎖するなど、収益改善

の取り組みも実施いたしました。 

 この結果、当連結会計年度の業績は、ロードアシスト事業においては、損害保険会社向けのサービスの認知度向上

及び利用増加により増収となりました。また、インシュアランス事業は、買収した子会社の売上高計上により増収、

プロパティアシスト事業は不動産向けサービスの契約数増加と駐車場管理会社向けサービスにおいて、業務の新規受

託が寄与し増収となりました。この結果、連結売上高が19,210百万円（前年同期比18.8％増）となりました。売上原

価につきましては、ロードアシスト事業のサービス利用増加に伴う費用増加などにより14,957百万円（前年同期比

23.8％増）となりましたが、増収により売上総利益は増加しました。 

販売費及び一般管理費につきましては、人件費が増加したことにより1,961百万円（前年同期比15.3％増）となりま

した。この結果、営業利益及び経常利益につきましては、2,291百万円（前年同期比4.1％減）、2,360百万円（前年同

期比3.0％減）となりました。また、下請代金返還金等を特別損失として計上しました。なお、法人税等の計上額は

868百万円となりました。 

  これらにより当期純利益は1,145百万円（前年同期比27.8％減）となりました。 

   

１．経営成績

  前期 当期   

売上高 百万円 16,174     百万円 19,210 （前年同期比  ％増、 百万円増）18.8 3,035

営業利益 百万円 2,390      百万円 2,291 （前年同期比  ％減、   百万円減）4.1 98

経常利益 百万円 2,434     百万円 2,360 （前年同期比   ％減、    百万円減）3.0 73

当期純利益 百万円 1,587     百万円 1,145 （前年同期比  ％減、  百万円減）27.8 442

１株当たり当期純利益 円 21,449.98      円 15,471.52   
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下記、事業分類別の売上高並びに営業利益の実績は、平成22年４月に実施した新事業分類別変更に基き算出しておりま

す。また、前期の実績も新事業分類別変更に基き遡及しております。これらは、下記の通り名称変更及び事業の特性を

考慮し４つのサービスを新しい事業へ変更しております。  

＜名称変更＞ 

旧：自動車関連部門   新：ロードアシスト事業 

旧：保険関連部門    新：インシュアランス事業 

旧：CRM関連部門     新：CRM事業 

旧：金融サービス部門  新：カード事業 

旧：不動産関連部門    新：プロパティアシスト事業 

旧：IT・その他関連部門 新：IT事業、派遣・その他事業 

  

＜サービスの変更＞ 

「延長保証サービス」：自動車関連部門からインシュアランス事業へ 

「カタログ送付代行」：自動車関連部門からCRM事業へ 

「パーキングサービス」：自動車関連部門からプロパティアシスト事業へ 

「国内カード会社向けコンタクトセンター」：金融サービス部門からCRM事業へ 

  

 ● ロードアシスト事業 

● インシュアランス事業 

● CRM事業 

  損害保険会社や自動車メーカー向けにロードサービスを

提供しているロードアシスト事業は、損害保険会社向けサ

ービスにおいて、認知度の向上及びサービスの利用増加な

ど既存受託業務が堅調に成長したことにより増収となりま

した。 

営業利益につきましては、上期における大雨・猛暑によ

るサービスの利用増加に伴う費用増加と子会社における拠

点拡大の設備投資等の費用を吸収し、増益となりました。

  前期 当期 

売上高 百万円 8,050      百万円 9,203

営業利益 百万円 713      百万円 895

（増減） （金額） （率）

売上   ＋ 百万円 1,153  ＋ ％ 14.3

営業利益   ＋ 百万円 182 ＋ ％ 25.6

保険・保証に関する様々な付加価値ソリューションを

提供しているインシュアランス事業は、アジア・オセアニ

ア地域の海外旅行クレームエージェントサービスの手数料

単価引き下げの影響はあったものの、平成22年２月に買収

した子会社の売上高計上と延長保証メンテナンスプログラ

ム、少額短期保険の関連業務が順調に成長したことなどに

より増収となりました。 

営業利益につきましては、少額短期保険及び海外駐在

員向けヘルスケア・プログラムが堅調に推移したことに

より、子会社の原価増加を吸収し、増益となりました。 

  前期 当期 

売上高 百万円 2,554      百万円 4,268

営業利益 百万円 467      百万円 551

（増減） （金額） （率）

売上 ＋ 百万円 1,713 ＋ ％ 67.1

営業利益 ＋ 百万円 84 ＋ ％ 18.1

  海外・国内のコンタクトセンターを提供しているCRM事

業は、国内において既存の通販関連サービスが好調に推移

しましたが、前期におけるアジア・オセアニア地域での大

口案件の業務終了と景気低迷の影響により減収となりまし

た。 

  営業利益につきましては、事業全体の原価管理の徹底を

図っているものの、アジア・オセアニア地域で収益性が高

い大口案件が前期に終了したため減益となりました。 

  前期 当期 

売上高 百万円 2,767      百万円 2,648

営業利益 百万円 548      百万円 334

（増減） （金額） （率）

売上    － 百万円 118    － ％ 4.3

営業利益 － 百万円 214    － ％ 39.1
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● カード事業 

  

● プロパティアシスト事業  

  

● IT事業 

● 派遣・その他事業 

② 次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、従来からの先行き不透明な状況に加え、平成23年３月11日に発生しました、「東北

地方太平洋沖地震」の影響により、依然として当社グループを取り巻く環境は厳しいことが予想されます。このよう

な環境の中、当社グループでは、第三次中期経営計画の２年目として、成長事業であるロードアシスト事業、インシ

ュアランス事業、プロパティアシスト事業に経営資源を集中させ、事業拡大を図るための継続的な先行投資を行なう

予定でおります。具体的には、平成24年操業予定の新規秋田ＢＰＯセンター建設、プロパティアシスト事業における

フィールドワーク専門子会社（株式会社プレミア・プロパティサービス）の拠点拡大並びに車両投資を計画しており

ます。ロードアシスト事業のフィールドワーク専門子会社（株式会社プレミアアシスト東日本、株式会社プレミアア

シスト西日本）においては、進出地域の既存対応件数、各拠点の採算性と協力会社との共存共栄を勘案しつつ、拠点

拡大並びに車両投資を進めてまいります。また、将来的に成長が見込める新興国への拠点拡大も視野に入れた投資も

計画しております。収益面については、グループ経営資源の有効活用による経営効率化を図るため、引き続き不採算

サービスの見直しやシステム化による業務効率の向上を促進してまいります。 

これらの経営活動を通し、次期の見通しとしましては、連結売上高22,500百万円（今年度比17.1％増）、営業利益

2,650百万円（今年度比15.6％増）を見込んでおります。 

  

米国・香港・中国で日本人駐在員向けクレジットカー

ド事業を展開しているカード事業は、前期と比較し、会

員数が米国では4.9％、香港では10.3％、中国では21.2％

増加いたしましたが、円高の影響により減収となりまし

た。 

営業利益につきましては、円高による減収要因があっ

たものの、業務の効率化が費用抑制につながり、増益と

なりました。 

  前期 当期 

売上高 百万円 1,533      百万円 1,364

営業利益 百万円 372     百万円 378

（増減） （金額） （率）

売上     － 百万円 169     － ％ 11.0

営業利益     ＋ 百万円 6     ＋ ％ 1.8

分譲・賃貸マンション・戸建ての占有部の一次修繕と

コインパーキングのメンテナンスを提供するプロパティ

アシスト事業は、新規受託業務の獲得及び契約当たりの

サービス対象件数の増加と駐車場管理会社向けサービス

において上期より開始した新たなクライアント企業から

の受託業務が順調に拡大し、増収となりました。 

営業利益につきましては、サービス利用に伴う費用増

加、新規受託業務の初期費用、子会社における設備投資

等が発生したため、減益となりました。 

  前期 当期 

売上高 百万円 648      百万円 1,052

営業利益 百万円 221      百万円 74

（増減） （金額） （率）

売上     ＋ 百万円 404     ＋ ％ 62.4

営業利益     － 百万円 147     － ％ 66.5

IT事業におきましては、IT関連子会社の既存事業が堅

調に拡大したことにより増収となりました。 

  営業利益につきましては、既存事業拡大の人件費の増加

に伴い、減益となりました。 

  前期 当期 

売上高 百万円 466      百万円 512

営業利益 百万円 46      百万円 42

（増減） （金額） （率）

売上     ＋ 百万円 45     ＋ ％ 9.8

営業利益     － 百万円 3     － ％ 7.7

派遣・その他事業におきましては、景気低迷の影響を

受け、派遣事業が縮小傾向にあるものの、当期より開始

した研修サービスの新規案件獲得により増収となりまし

た。 

営業利益につきましては、研修サービスの強化に伴う

人件費の増加により減益となりました。 

  前期 当期 

売上高 百万円 152      百万円 158

営業利益 百万円 11      百万円 7

（増減） （金額） （率）

売上    ＋ 百万円 5     ＋ ％ 3.9

営業利益     － 百万円 4    － ％ 39.6
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 なお、「東北地方太平洋沖地震」において当社グループにおきましては、従業員の安全は確認されており、主要設

備である秋田ＢＰＯキャンパスでは停電が発生する中で、自家発電装置の稼動などにより通常通りに稼動いたしまし

た。しかしながら、この資料に記載した見通しに関しましては、現時点で得られた情報に基づき判断した予想であ

り、不確定要素が含まれております。「東北地方太平洋沖地震」が、当社の経営成績にどのような影響を与えるかを

合理的に算定するのは非常に困難なため、次期の連結経営成績予想には、これらの影響を考慮しておりません。従い

まして、実際の業績はこれらに記載した見通しとは異なる可能性があります。震災の影響につきましても、継続的に

情報収集と分析を行い、万が一、当社グループの業績に重大な影響が見込まれ、業績予想を修正する必要がある場合

には、速やかに公表いたします。 

 末尾ながら、このたびの震災により被災されました方々に対しましては、心よりお見舞い申し上げますとともに、

一日も早い復興を心からお祈り申し上げます。 

  

■地域別セグメントについて 

 当社はコンタクトセンターを基礎として、「日本」、「北米・欧州」、「アジア・オセアニア」の３つの地域別セグメ

ントから構成されており、地域別セグメントの売上高及び利益又は損失に関しては31ページに記載しております。 

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における総資産は、12,375百万円となり前連結会計年度末に比べ1,232百万円増加となりまし

た。流動資産は、現金及び預金が477百万円増加、受取手形及び売掛金が195百万円増加、有価証券が291百万円増

加、立替金が278百万円増加いたしましたこと等により流動資産は1,278百万円増加いたしました。固定資産について

は、ロードアシスト事業及びプロパティアシスト事業関連の車両等を購入しましたが、減価償却費の計上により固定

資産は前連結会計年度末に比べて46百万円減少いたしました。 

負債に関しましては、短期借入金が100百万円増加、前受金が182百万円増加、資産除去債務が131百万円増加いた

しました。これらにより負債合計では前連結会計年度末より415百万円増加し、4,624百万円となりました。 

また、純資産については、配当の支払いが平成22年６月及び12月に発生いたしましたが、当期純利益が1,145百万

円であったため前連結会計年度末に比べ816百万円増加しております。 
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② キャッシュ・フローの状況 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,612百万円の収入となりました。主なプラス要

因としては、税金等調整前当期純利益が1,980百万円、減価償却費が644百万円、下請代金返還金が224百万円等であ

り、主なマイナス要因としては、売上債権の増加額が214百万円、その他の資産の増加額が318百万円、法人税等の支

払額が918百万円等であります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、900百万円の支出となりました。主な要因は、有

形及び無形固定資産の取得による支出が531百万円、投資有価証券の取得による支出が447百万円等によるものであり

ます。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、23百万円の支出となりました。主な要因は、長期

借入による収入が100百万円、配当金の支払額が167百万円等によるものであります。 

この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末より582百万円増加して4,618百万円

となりました。 

（注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値によって算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値より算出しております。 

※ キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは「お客様の声を付加価値に変える」という経営理念の下、ＢＰＯ（ビジネス・プロセス・アウトソ

ーシング）事業における日本発世界標準企業となることを目標としております。具体的には、当社グループのクライ

アント企業に対し、そのお客様（エンド・ユーザー）の声を直接聞き、適切なニーズを見つけ出すことにより、クラ

イアント企業へのロイヤリティーを高める高付加価値のサービスを創出することに努めており、クライアント企業よ

り高い評価を得てまいりました。 

今後も世界13ヶ国16拠点のネットワークからお客様（エンド・ユーザー）のニーズを吸い上げることに注力し、Ｂ

ＰＯ事業のリーディングカンパニーとして革新的な事業の創造に取り組み、着実な業容の拡大と安定した収益を継続

してあげ、ステークスホルダーと共に繁栄できる企業を目指します。 

(2）目標とする経営指標 

当社グループは、第三次中期経営計画に基づき、2013年3月期において売上高31,500百万円、営業利益4,000百万円

を目標にしており、売上高及び営業利益を最も重要な経営指標としております。 

経営目標は「継続的な事業拡大」と「利益の継続的成長」であり、売上が急成長しても短期的な業績のぶれが大き

いスポット的なサービスの受託よりも、利益面で長期的、継続的、かつ下方変動性の小さい、独自性の高いサービス

の創出と提供に努めております。また、利益の継続成長には継続的な事業の成長と拡大が不可欠であり、そのために

経営資源を成長事業に集中させ、売上高拡大を図るべく様々な施策に取り組む方針です。 

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 
平成23年３月期
当連結会計年度

自己資本比率（％）  53.4  63.3  61.3  62.2  62.5

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 304.8  143.0  97.9  97.0  75.8

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率 
 0.2  0.4  0.2  0.4  0.4

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
 209.7  93.6  473.7  185.1  113.2

２．経営方針
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(3）中長期的な会社の経営戦略  

先行き不透明な経済環境下で、経営目標である「利益の持続的な成長」と「長期、継続的、独自性の高いサービス

の創出」を達成するには、新ビジネスモデルの創出とクライアント企業の開拓が必要であります。更に当社が創設時

より大切にしてきたお客様（エンド・ユーザー）の声を直接聞き、適切なニーズを基にビジネスモデルを開発し、顧

客満足の向上のためのサービスを継続的に提供すること共に、お客様の新しい感動を求めた経営活動の徹底が不可欠

と考えております。そのため、フィールドワーク専門子会社（株式会社プレミアアシスト東日本、株式会社プレミア

アシスト西日本、株式会社プレミア・プロパティサービス）によるお客様へのサービス提供は当社の強みであり、こ

のネットワーク拠点の拡充は、差別化の強化を図る機会だけでなく、お客様の潜在的なニーズを掘り起こし新ビジネ

スの創出につながる重要な施策であるため、戦略的な先行投資の主軸と位置付けております。 

第三次中期経営計画を達成すべく、既存事業における「選択と集中」を行い、新規秋田ＢＰＯセンターの建設、並

びに成長事業に対して既存事業とのシナジー効果が見込める事業提携やM&Aを視野に入れた積極的な戦略投資を行い

ます。その上、2010年度に実施した日本（国内事業統括）、米国（欧米事業統括）、シンガポール（アジア・オセア

ニア事業統括）という地域別ホールディング化効果を最大限に活かすため、各地域の事業戦略に基づいて新興国への

拠点拡大や各地域での新規事業の創出のための営業強化を図る積極的な投資も実施いたします。更に利益率改善を目

的としたシステム化、オペレーション拠点の集中化を実施してまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

（事業全般）  

当社グループは、平成24年４月操業予定で新規秋田ＢＰＯセンターの増設を計画しております。これは第三次中期

経営計画の目標達成に向けた基盤づくりと、受託能力拡大のための設備投資であります。稼働時において固定費負担

が発生することからも、フル稼働に至らない場合は、将来収益に影響を及ぼす可能性があります。そのため、稼働を

向上させるには、新規事業の創出、既存事業の深掘・追加・横展開を図り、多様化するお客様（エンド・ユーザー）

のニーズに応えられるよう企画提案力や営業の強化と成長性のある新しいサービスの開発をすることが重要であると

考えております。  

（収益性向上）  

厳しい経済環境の中、クライアント企業の価格低減ニーズが強まってきており、今後はますますこの傾向が顕著に

なるものと予想されます。このような環境を踏まえ、また収益力を向上するために、既存事業において一層の原価管

理の強化と業務効率の改善が必要であると考えております。そのために既存システムの改良やタッチパネル利用の拡

大、事業及び各拠点の選択と集中をより一層進め、高収益体質の構築を図り、事業基盤の更なる強化に取り組んでま

いります。  

（人材育成）  

将来を担う人材については、教育研修の拡充により、技術力、マネジメント力の向上を図る必要があると考えてお

ります。特に秋田ＢＰＯキャンパスでの優秀な人材の確保とお客様（エンド・ユーザー）に満足度の高いサービスを

提供できるような人材育成の強化及び業務の組織的運営能力を高めてまいります。  

（責任の明確化と意思決定の迅速化）  

グループ全体の経営について、子会社及び各事業部門への権限の委譲による意思決定のスピードアップ及び統一的

かつ戦略的な意思決定が必要と考えております。このような視点の下、当社が親会社として、内部統制に関わる基本

方針の構築、グループ全体の戦略の策定、経営資源の配分、子会社の業務執行チェック機能を担い、また、全社で情

報の共有を推進することで、企業価値の向上を目指しております。 

 以上のような諸施策に経営資源を集中し、さらなる成長と株主価値を向上してまいる方針であります。 

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。  
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３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  4,045,999 ※1  4,523,360

受取手形及び売掛金 1,754,300 1,949,882

有価証券 88,931 380,783

商品及び製品 4,223 11,551

原材料及び貯蔵品 9,975 6,504

立替金 1,870,271 2,148,495

繰延税金資産 124,466 152,864

その他 526,237 528,786

貸倒引当金 △58,812 △57,850

流動資産合計 8,365,595 9,644,376

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※1,3  1,358,453 ※1,3  1,483,537

減価償却累計額 ※2  △435,188 ※2  △550,069

建物及び構築物（純額） 923,264 933,467

機械装置及び運搬具 ※3  543,238 747,804

減価償却累計額 △198,453 △464,020

機械装置及び運搬具（純額） 344,784 283,784

土地 116,868 116,868

リース資産 138,048 138,048

減価償却累計額 △54,821 △98,779

リース資産（純額） 83,227 39,269

その他 ※3  448,907 ※3  473,707

減価償却累計額 ※2  △274,414 ※2  △341,899

その他（純額） 174,492 131,808

有形固定資産合計 1,642,638 1,505,197

無形固定資産   

リース資産 5,640 2,833

その他 ※3  376,383 ※3  381,888

無形固定資産合計 382,024 384,722

投資その他の資産   

投資有価証券 ※4  373,801 ※4  509,399

長期貸付金 29,697 21,707

繰延税金資産 93,719 55,461

その他 307,903 300,586

貸倒引当金 △51,677 △45,544

投資その他の資産合計 753,445 841,609

固定資産合計 2,778,107 2,731,529

資産合計 11,143,702 12,375,906
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 945,958 1,003,289

短期借入金 ※5  300,000 ※5  400,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  34,250 ※1  64,250

リース債務 50,887 42,559

未払金 626,937 －

未払法人税等 392,869 343,532

前受金 955,183 1,137,813

賞与引当金 130,154 202,173

繰延税金負債 671 －

その他 517,295 1,101,950

流動負債合計 3,954,209 4,295,569

固定負債   

長期借入金 ※1  68,500 ※1  89,250

リース債務 46,884 4,293

繰延税金負債 15,038 14,439

退職給付引当金 48,077 53,918

資産除去債務 － 131,938

その他 76,102 35,238

固定負債合計 254,603 329,079

負債合計 4,208,813 4,624,648

純資産の部   

株主資本   

資本金 985,789 986,472

資本剰余金 546,418 547,101

利益剰余金 5,732,718 6,692,464

自己株式 △137,000 △137,000

株主資本合計 7,127,926 8,089,037

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △8,287 △4,569

為替換算調整勘定 △188,129 △345,470

その他の包括利益累計額合計 △196,417 △350,040

少数株主持分 3,380 12,260

純資産合計 6,934,889 7,751,257

負債純資産合計 11,143,702 12,375,906
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 16,174,536 19,210,318

売上原価 12,083,291 14,957,657

売上総利益 4,091,245 4,252,660

販売費及び一般管理費 ※1  1,701,183 ※1  1,961,040

営業利益 2,390,061 2,291,620

営業外収益   

受取利息 18,230 5,261

有価証券利息 50 16,821

受取配当金 3,843 6,139

為替差益 32,436 63,896

その他 13,158 14,716

営業外収益合計 67,718 106,834

営業外費用   

支払利息 8,663 9,861

持分法による投資損失 2,091 19,032

固定資産除却損 5,973 －

貸倒引当金繰入額 3,897 －

その他 2,933 8,943

営業外費用合計 23,559 37,838

経常利益 2,434,221 2,360,617

特別利益   

固定資産売却益 ※2  8,427 －

貸倒引当金戻入額 8,929 7,637

補助金収入 － 5,493

債権譲受差益 ※3  260,000 －

その他 30,267 －

特別利益合計 307,624 13,130

特別損失   

固定資産売却損 ※4  999 －

減損損失 － ※5  20,905

投資有価証券評価損 35,000 63,957

事務所移転費用 25,134 －

固定資産臨時償却費 ※6  81,498 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 47,114

合意清算金 ※7  58,413 －

下請代金返還金 － ※8  224,987

その他 43,677 36,727

特別損失合計 244,723 393,692

税金等調整前当期純利益 2,497,122 1,980,054

法人税、住民税及び事業税 901,291 859,367

法人税等調整額 5,935 9,065

法人税等合計 907,227 868,432

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,111,622

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2,253 △33,966

当期純利益 1,587,641 1,145,588
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,111,622

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 3,717

為替換算調整勘定 － △157,341

その他の包括利益合計 － ※2  △153,623

包括利益 － ※1  957,998

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 991,964

少数株主に係る包括利益 － △33,966
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 985,789 985,789

当期変動額   

新株の発行 － 682

当期変動額合計 － 682

当期末残高 985,789 986,472

資本剰余金   

前期末残高 546,418 546,418

当期変動額   

新株の発行 － 682

当期変動額合計 － 682

当期末残高 546,418 547,101

利益剰余金   

前期末残高 4,311,946 5,732,718

当期変動額   

剰余金の配当 △166,536 △185,083

当期純利益 1,587,641 1,145,588

従業員奨励福利基金 △333 △758

当期変動額合計 1,420,772 959,745

当期末残高 5,732,718 6,692,464

自己株式   

前期末残高 △137,000 △137,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △137,000 △137,000

株主資本合計   

前期末残高 5,707,154 7,127,926

当期変動額   

新株の発行 － 1,365

剰余金の配当 △166,536 △185,083

当期純利益 1,587,641 1,145,588

従業員奨励福利基金 △333 △758

当期変動額合計 1,420,772 961,110

当期末残高 7,127,926 8,089,037
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △6,112 △8,287

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,174 3,717

当期変動額合計 △2,174 3,717

当期末残高 △8,287 △4,569

為替換算調整勘定   

前期末残高 △154,921 △188,129

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △33,208 △157,341

当期変動額合計 △33,208 △157,341

当期末残高 △188,129 △345,470

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △161,034 △196,417

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △35,382 △153,623

当期変動額合計 △35,382 △153,623

当期末残高 △196,417 △350,040

少数株主持分   

前期末残高 15,897 3,380

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12,517 8,880

当期変動額合計 △12,517 8,880

当期末残高 3,380 12,260

純資産合計   

前期末残高 5,562,018 6,934,889

当期変動額   

新株の発行 － 1,365

剰余金の配当 △166,536 △185,083

当期純利益 1,587,641 1,145,588

従業員奨励福利基金 △333 △758

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △47,900 △144,743

当期変動額合計 1,372,871 816,367

当期末残高 6,934,889 7,751,257
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,497,122 1,980,054

減価償却費 477,472 644,382

のれん償却額 36,006 －

減損損失 － 20,905

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,554 △6,219

賞与引当金の増減額（△は減少） △76,140 72,484

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,901 5,894

受取利息及び受取配当金 △22,073 △28,221

支払利息 8,663 9,861

為替差損益（△は益） △49,321 △19,197

持分法による投資損益（△は益） 2,091 19,032

補助金収入 △27,633 △5,493

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △7,428 －

固定資産圧縮損 17,976 4,182

投資有価証券評価損益（△は益） 35,000 63,957

債権譲受差益 △260,000 －

事務所移転費用 25,134 －

固定資産臨時償却費 81,498 －

合意清算金 58,413 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 47,114

下請代金返還金 － 224,987

売上債権の増減額（△は増加） △280,099 △214,907

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,042 △3,856

その他の資産の増減額（△は増加） △286,829 △318,136

仕入債務の増減額（△は減少） 7,100 87,244

その他の負債の増減額（△は減少） 263,126 △1,364

未払消費税等の増減額（△は減少） 124,876 △70,241

その他 6,056 8,192

小計 2,637,401 2,520,658

法人税等の支払額 △1,046,997 △918,151

利息及び配当金の受取額 22,022 24,595

利息の支払額 △8,663 △14,246

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,603,763 1,612,855
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △748,208 △531,287

投資有価証券の取得による支出 △353,752 △447,642

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

※2  165,517 －

債権の取得による支出 △390,000 －

貸付けによる支出 △9,369 △7,100

貸付金の回収による収入 17,714 16,885

投資有価証券の償還による収入 － 39,790

差入保証金の差入による支出 △61,406 △44,778

差入保証金の回収による収入 46,107 49,124

補助金の受取額 59,986 21,241

定期預金の預入による支出 △5,019 △4

定期預金の払戻による収入 － 4,291

その他 △12,873 △588

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,291,305 △900,068

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 1,100,000

短期借入金の返済による支出 － △1,000,000

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △59,250 △49,250

株式の発行による収入 － 1,365

配当金の支払額 △147,687 △167,159

少数株主からの払込みによる収入 － 42,883

少数株主への配当金の支払額 △9,600 －

リース債務の返済による支出 △54,325 △50,903

財務活動によるキャッシュ・フロー △270,863 △23,064

現金及び現金同等物に係る換算差額 20,071 △107,466

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 61,666 582,255

現金及び現金同等物の期首残高 3,974,435 4,036,102

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  4,036,102 ※1  4,618,357
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 該当事項はありません。   

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ) 連結子会社の数      13社 

連結子会社名 

Prestige International USA, Inc. 

Prestige International (S) Pte Ltd.

Prestige International U.K. Ltd. 

㈱プレミアＲＳ 

普莱斯梯基（上海）咨洵服務有限公司 

タイム・コマース㈱ 

㈱プレステージ・ヒューマンソリュー

ション 

㈱オールアシスト 

㈱プレミア・プロパティサービス 

PRESTIGE INTERNATIONAL (THAILAND) 

CO., LTD. 

Prestige International (HK) Co., 

Limited  

PRESTIGE INTERNATIONAL AUSTRALIA 

PTY LTD 

㈱イントラスト  

 ㈱プレミアインシュアランスプラン

ニングについては、平成21年５月31日

付で㈱プレミア・プロパティサービス

に社名を変更しております。 

Prestige International (HK) 

Co.,Limited、PRESTIGE INTERNATIONAL 

AUSTRALIA PTY LTDについては、当連結

会計年度において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。 

㈱イントラストについては、平成22

年２月３日付にて株式を取得したため

連結の範囲に含めております。  

(イ) 連結子会社の数      15社 

連結子会社名 

Prestige International USA, Inc. 

Prestige International (S) Pte Ltd.

Prestige International U.K. Ltd. 

㈱プレミアアシスト東日本 

普莱斯梯基（上海）咨洵服務有限公司 

タイム・コマース㈱ 

㈱プレステージ・ヒューマンソリュー

ション 

㈱オールアシスト 

㈱プレミア・プロパティサービス 

PRESTIGE INTERNATIONAL (THAILAND) 

CO., LTD. 

Prestige International (HK) Co., 

Limited  

PRESTIGE INTERNATIONAL AUSTRALIA 

PTY LTD 

㈱イントラスト 

㈱プレミアアシスト西日本  

㈱プレミアネットワーク  

 ㈱プレミアＲＳについては、平成22

年10月１日付で㈱プレミアアシスト東

日本に社名を変更しております。 

㈱プレミアアシスト西日本について

は、当連結会計年度において新たに設

立したため、連結の範囲に含めており

ます。 

㈱プレミアネットワークについて

は、当連結会計年度において新たに設

立したため、連結の範囲に含めており

ます。 

  

  (ロ) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

該当事項はありません。 

(ロ) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数   ２社 

会社名 

㈱プレミアロータス・ネットワーク 

㈱シィアールエス 

 ㈱シィアールエスについては、当連

結会計年度において新たに設立したた

め、持分法適用関連会社に含めており

ます。  

持分法適用の関連会社数   ３社 

会社名 

㈱プレミアロータス・ネットワーク 

㈱シィアールエス 

㈱トリプル・エース  

 ㈱トリプル・エースについては、当

連結会計年度において新たに設立した

ため、持分法適用関連会社に含めてお

ります。  
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、普莱斯梯基（上

海）咨洵服務有限公司の決算日は、12月

31日であります。連結財務諸表の作成に

当たっては、同決算日現在の財務諸表を

使用しております。ただし、連結決算日

までの期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

イ 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 

 なお、時価のあるその他有価証券

のうち「取得原価」と「債券金額」

の差額の性格が金利の調整と認めら

れるものについては、償却原価法に

より原価を算定しております。 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの  

移動平均法による原価法 

時価のないもの  

同左 

  ロ たな卸資産 

個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法） 

ロ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社及び国内連結子会社は定率法

（ただし、建物（附属設備を除く）に

ついては定額法）によっております。 

 なお、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、法人税法に規定

する旧定率法又は旧定額法、平成19年

４月１日以降に取得したものについて

は、法人税法に規定する定率法又は定

額法によっております。 

 また、在外連結子会社は当該国の会

計基準の規定に基づく定額法を採用し

ております。 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

   なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

  

  建物及び構築物    ３～47年 

機械装置及び運搬具  ３～６年 

工具、器具及び備品  ３～15年 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ロ 無形固定資産（リース資産を除く） ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

  ソフトウエア 

 市場販売目的のソフトウエア 

 見込販売数量に基づく償却額と

残存有効期間（３年以内）に基づ

く均等償却額を比較して、いずれ

か大きい額を計上しております。 

 自社利用のソフトウエア 

 社内における利用可能期間（２

～５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

 ただし、特定顧客との契約に基

づくサービス提供目的のソフトウ

エアについては、見込販売数量に

基づく償却額と残存有効期間（３

年以内）に基づく均等償却額を比

較して、いずれか大きい額を計上

しております。 

同左 

  ハ リース資産 ハ リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 なお、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を引き続き採用しており

ます。 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

───────── 株式交付費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。    

(4）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、当社及び国内連結子会社は一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案して、回収不能見

込額を計上しております。 

 また、在外連結子会社については、

主として特定の債権について、その回

収可能性を勘案した所要見積額を計上

しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当

連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。 

ハ 退職給付引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(5）重要な収益及び費用の

計上基準 

  完成工事高及び完成工事原価の計上

基準 

イ 当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事 

  工事進行基準（開発の進捗率の見積

りは原価比例法） 

ロ その他の工事 

  工事完成基準 

（会計方針の変更）  

  ソフトウエアの開発契約に係る収益の

計上基準については、従来、工事完成基

準を適用しておりましたが、「工事契約

に関する会計基準」（企業会計基準第15

号 平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を当連結会計年度より適用し、当連

結会計年度に着手したソフトウエアの開

発契約から、当連結会計年度末までの進

捗部分について成果の確実性が認められ

る開発契約については工事進行基準（開

発の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の開発契約については工事完成基

準を適用しております。 

  この変更による損益に与える影響はあ

りません。 

同左 

  

  

  

  

  

  

   

───────── 

(6）のれんの償却方法及び

償却期間 

───────── のれんの償却については、個々の実態

に応じた期間に亘り均等償却しておりま

す。 

 なお、償却年数は10年であります。 

ただし、重要性が乏しいものについて

は一括償却しております。 

(7）連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

───────── 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金、預け金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

(8）その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

───────── 
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  （会計処理方法の変更） 

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

のれんの償却については、個々の実態

に応じた期間に亘り均等償却しておりま

す。 

 なお、償却年数は10年であります。 

ただし、重要性が乏しいものについて

は一括償却しております。  

─────────  

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金、預け金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

───────── 

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────────  （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ10,828千

円、税金等調整前当期純利益は57,943千円減少しており

ます。 

  

  （企業結合に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財

務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成

20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の

一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基

準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年

12月26日）を適用しております。 

  

㈱プレステージ・インターナショナル（4290）　平成23年３月期　決算短信

－  20　2



(8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

───────── 

（連結貸借対照表） 

 未払金（当連結会計年度553,234千円）は従来区分掲記

しておりましたが、負債及び純資産の総額の100分の５以

下となったため、流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。 

（連結損益計算書） 

受取賃借料（当連結会計年度 千円）は従来区分掲記

しておりましたが、営業外収益の総額の100分の10以下と

なったため、営業外収益の「その他」に含めて表示して

おります。 

前連結会計年度まで、営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「固定資産除却損」は、営業外費

用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しました。

前連結会計年度における「固定資産除却損」の金額は

千円であります。 

前連結会計年度まで、営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「貸倒引当金繰入額」は、営業外

費用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しまし

た。前連結会計年度における「貸倒引当金繰入額」の金

額は 千円であります。 

支払賃借料（当連結会計年度 千円）は従来区分掲

記しておりましたが、営業外費用の総額の100分の10以下

となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示し

ております。 

補助金収入（当連結会計年度 千円）は従来区分

掲記しておりましたが、特別利益の総額の100分の10以下

となったため、特別利益の「その他」に含めて表示して

おります。 

償却債権取立益（当連結会計年度１千円）は従来区分

掲記しておりましたが、特別利益の総額の100分の10以下

となったため、特別利益の「その他」に含めて表示して

おります。 

固定資産圧縮損（当連結会計年度 千円）は従来

区分掲記しておりましたが、特別損失の総額の100分の10

以下となったため、特別損失の「その他」に含めて表示

しております。  

908

3,278

3,251

1,359

27,633

17,976

（連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

く「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内

閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純

利益」の科目で表示しております。 

固定資産除却損（当連結会計年度 千円）は従来区

分掲記しておりましたが、営業外費用の総額の100分の10

以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。 

貸倒引当金繰入額（当連結会計年度 千円）は従来区

分掲記しておりましたが、営業外費用の総額の100分の10

以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。 

前連結会計年度まで、特別利益の「その他」に含めて

表示しておりました「補助金収入」は、特別利益の総額

の100分の10を超えたため、区分掲記しました。前連結会

計年度における「補助金収入」の金額は 千円であ

ります。 
  

1,940

785

27,633
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他の資産の増減額」に含めて表示

しておりました「たな卸資産の増減額」は、重要性が増

したため、区分掲記しました。前連結会計年度の「営業

活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の資産の増

減額」に含まれる「たな卸資産の増減額」は 千円であ

ります。 

前連結会計年度において「財務活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりました

「リース債務の返済による支出」は、重要性が増したた

め、区分掲記しました。前連結会計年度の「財務活動に

よるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「リ

ース債務の返済による支出」は 千円であります。 

69

16,176

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

───────── 
  

(9）追加情報

 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  

 
当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  

        ─────────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 
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(10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１  担保提供資産 

 長期借入金 千円及び１年内返済予定の長期借

入金 千円の担保として提供している資産は次の

とおりであります。  

68,500

34,250

※１  担保提供資産 

 長期借入金 千円及び１年内返済予定の長期借

入金 千円の担保として提供している資産は次の

とおりであります。  

34,250

34,250

建物 270,987千円 （帳簿価額） 建物 256,402千円 （帳簿価額） 

上記のほか、カード事業を行うための最低保証金と

して定期預金 千円を預けております。 

上記のほか、自動車関連事業を行うための最低保証

金として定期預金 千円を預けております。 

9,344

5,000

上記のほか、カード事業を行うための最低保証金と

して定期預金 千円を預けております。 

上記のほか、ロードアシスト事業を行うための最低

保証金として定期預金 千円を預けております。 

8,330

5,002

※２ 減価償却累計額の中には減損損失累計額が含まれて

おります。 

※２ 減価償却累計額の中には減損損失累計額が含まれて

おります。 

※３ 圧縮記帳 

国庫等補助金により取得した資産につき取得価額か

ら控除されている圧縮記帳額は次のとおりでありま

す。 

※３ 圧縮記帳 

国庫等補助金により取得した資産につき取得価額か

ら控除されている圧縮記帳額は次のとおりでありま

す。 

建物 187,923千円 

構築物 25,725千円 

車両運搬具 93千円 

工具、器具及び備品 34,076千円 

ソフトウエア 31,267千円 

その他無形固定資産 9千円 

建物 187,937千円 

構築物 25,725千円 

工具、器具及び備品 34,236千円 

ソフトウエア 35,159千円 

その他無形固定資産 9千円 

※４ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 51,780千円 

※４ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 37,747千円 

※５ 当座貸越契約 

 当社及び連結子会社は、資金調達の効率化及び安定

化を図るため、取引銀行数行と当座貸越契約を締結し

ております。この契約に基づく借入未実行残高は次の

とおりであります。 

※５ 当座貸越契約 

 当社及び連結子会社は、資金調達の効率化及び安定

化を図るため、取引銀行数行と当座貸越契約を締結し

ております。この契約に基づく借入未実行残高は次の

とおりであります。 

当座貸越極度額 1,407,649千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 1,107,649千円

当座貸越極度額 1,606,591千円

借入実行残高 400,000千円

差引額 1,206,591千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与及び手当 624,981千円

貸倒引当金繰入額 8,161千円

賞与引当金繰入額 38,932千円

退職給付費用 2,591千円

役員報酬 197,592千円

給与及び手当 752,899千円

貸倒引当金繰入額 12,606千円

賞与引当金繰入額 66,735千円

退職給付費用 1,960千円

役員報酬 197,364千円

※２ 固定資産売却益は、工具、器具及び備品の売却によ

るものであります。 

 ２       ──────────   

※３ 譲受けた債権と譲受価格との差額によるものであり

ます。 

 ３       ──────────  

※４ 固定資産売却損は、建物及び構築物343千円、工

具、器具及び備品655千円であります。 

 ４       ──────────  

 ５      ────────── ※５ 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

当社グループは、キャッシュ・フローを生成する

単位として、報告セグメントを基準に、資産のグル

ーピングを行いました。 

その結果、将来の使用が見込まれていない遊休資

産について、資産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、ソフトウエア20,905千円について減損損失と

して特別損失に計上いたしました。 

なお、遊休資産の回収可能価額は、正味売却可能

価額により測定しており、処分見込価額から処分費

用見込額を控除した額により評価しております。 

場所 用途 種類 

東京都千代田区 遊休資産 ソフトウエア 

※６ 固定資産臨時償却費は、ソフトウエアの販売数量の

見直しにより資産評価を行った臨時償却費でありま

す。  

 ６       ──────────   

※７ 合意清算金は、主に業務委託契約の終了により発生

した清算金であります。  

 ７       ──────────    

 ８       ──────────  ※８ 下請代金返還金は、公正取引委員会より下請代金遅

延等防止法に係る調査を受けて、当社の協力会社から

徴収しておりました協力会会費を自主的に返還したも

のであります。  
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 千円1,552,258

少数株主に係る包括利益 千円2,253

計 千円1,554,512

その他有価証券評価差額金 千円△2,174

為替換算調整勘定 千円△33,208

計 千円△35,382
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 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権等に関する事項  

（注）上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

３．配当に関する事項  

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  次のとおり決議しております。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  75,016  －  －  75,016

合計  75,016  －  －  75,016

自己株式         

普通株式  1,000  －  －  1,000

合計  1,000  －  －  1,000

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（当社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－  －  －  －  －  －

 連結子

会社 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－  －  －  －  －  －

合計     －  －  －  －  －

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年５月15日 

取締役会 
普通株式  74,016  1,000 平成21年３月31日 平成21年６月11日 

平成21年10月29日 

取締役会 
普通株式  92,520  1,250 平成21年９月30日 平成21年12月３日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円)

基準日 効力発生日 

平成22年５月14日 

取締役会 
普通株式  92,520 利益剰余金  1,250 平成22年３月31日 平成22年６月11日
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由） 

  増減数の主な内訳は次のとおりであります。 

（注）新株予約権の行使による増加 35株 

  

２．新株予約権等に関する事項  

（注）上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

３．配当に関する事項  

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  次のとおり決議しております。 

  

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）  75,016  35  －  75,051

合計  75,016  35  －  75,051

自己株式         

普通株式  1,000  －  －  1,000

合計  1,000  －  －  1,000

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（当社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－  －    －    －    －  －

 連結子

会社 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－  －    －    －    －    －

合計     －    －    －    －    －

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年５月14日 

取締役会 
普通株式  92,520  1,250 平成22年３月31日 平成22年６月11日 

平成22年10月29日 

取締役会 
普通株式  92,563  1,250 平成22年９月30日 平成22年12月３日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円)

基準日 効力発生日 

平成23年５月13日 

取締役会 
普通株式  92,563 利益剰余金  1,250 平成23年３月31日 平成23年６月14日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定  4,045,999

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 

 △9,897

現金及び現金同等物  4,036,102

  （千円）

現金及び預金勘定  4,523,360

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 

 △5,002

有価証券勘定  100,000

現金及び現金同等物  4,618,357

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 ２       ───────── 

  

  

㈱イントラスト （千円）

流動資産  1,268,699

固定資産  52,351

のれん  25,477

流動負債  △646,250

固定負債  △650,000

少数株主持分  △3,380

㈱イントラスト株式取得価額  46,897

㈱イントラストの現金及び現金同等物  △212,414

差引：連結範囲の変更を伴う子会社株式

の取得による収入  165,517
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業の種類の区分は、市場の類似性を考慮して決定しております。  

２. 各事業の主な種類 

(1）ＢＰＯ事業………カスタマーコンタクトセンターの構築・運営のアウトソーシング業務等 

(2）IT・その他関連事業……システムやカスタマーコンタクトセンターへのインフラなどの構築、人材派遣

事業、その他インフォメーションサポート業務 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門にかかる費用であり、前連結会計年度は492,204千円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社の管理部門に係る資産等であり、

前連結会計年度は633,529千円であります。 

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
ＢＰＯ事業 
（千円） 

IT・その他 
関連事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高  15,554,781  619,755  16,174,536  －  16,174,536

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 21,545  343,960  365,505  (365,505)  －

計  15,576,326  963,715  16,540,042  (365,505)  16,174,536

営業費用  12,761,655  905,602  13,667,258  117,216  13,784,474

営業利益  2,814,670  58,113  2,872,784  (482,722)  2,390,061

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出 
 

資産  10,148,717  416,993  10,565,711  577,991  11,143,702

減価償却費  497,723  12,057  509,780  4,263  514,044

資本的支出  711,963  46,707  758,671  (341)  758,329
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）欧州……………………………イギリス、フランス 

(2）北米……………………………米国 

(3）アジア・オセアニア…………シンガポール、香港、中国、タイ、オーストラリア 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門にかかる費用であり、前連結会計年度は492,204千円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社の管理部門に係る資産等であり、

前連結会計年度は633,529千円であります。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）欧州……………………………イギリス、フランス 

(2）北米……………………………米国 

(3）アジア・オセアニア…………シンガポール、香港、中国、タイ、オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（千円） 
欧州 

（千円） 
北米 

（千円） 

アジア・ 
オセアニア
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1）外部顧客に対する

売上高 
 13,439,729  169,783  1,665,707  899,316  16,174,536  －  16,174,536

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 180,699  64,705  241,125  251,556  738,087  (738,087)  －

計  13,620,428  234,489  1,906,833  1,150,873  16,912,624  (738,087)  16,174,536

営業費用  11,472,655  257,320  1,428,958  874,261  14,033,195  (248,720)  13,784,474

営業利益 

（又は営業損失△) 
 2,147,773  △22,831  477,875  276,612  2,879,429  (489,367)  2,390,061

Ⅱ 資産  8,276,663  116,065  1,355,586  1,398,230  11,146,545  △2,842  11,143,702

ｃ．海外売上高

  欧州 北米 アジア・オセアニア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  115,178  1,723,126  870,437  2,708,742

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  －  16,174,536

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 0.7  10.7  5.4  16.8
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

 当社グループの事業は、主にカスタマーコンタクト業務、アシスタンス業務、アフターサービスに関する業

務、決済及び請求業務、損害調査業務、支払業務などのサービスを企画・提供するものであり、コンタクトセ

ンターや関係会社をグローバルに展開しております。 

 コンタクトセンターは、秋田ＢＰＯキャンパスを中核として、米国、英国、シンガポール、豪州、香港など

の海外拠点に設置しております。 

 したがって、当社は、コンタクトセンターを基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「北米・欧州」、「アジア・オセアニア」の３つを報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一であります。 

事業セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報 

 当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

（単位：千円）

  

 ４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 

  
（単位：千円） 

（注）全社費用は、親会社の管理部門にかかる費用であります。  

（追加情報） 

  当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。  

ｄ．セグメント情報

  報告セグメント 

調整額  合計 
  日本 北米・欧州 

アジア・ 
オセアニア

計 

売上高   

外部顧客への売上高  16,898,458  1,705,815  606,044  19,210,318  －  19,210,318

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 123,986  210,494  263,975  598,456  △598,456   －

計  17,022,444  1,916,310  870,020  19,808,775  △598,456  19,210,318

セグメント利益  2,060,726  483,680  239,250  2,783,658  △492,037  2,291,620

売上高 金額 

報告セグメント計  19,808,775

セグメント間取引消去  △598,456

連結財務諸表の売上高  19,210,318

利益 金額 

報告セグメント計  2,783,658

セグメント間取引消去  1

全社費用（注）  △492,038

連結財務諸表の営業利益  2,291,620
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

   前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社グループの所要資金調達は、大きく分けて運転資金及び設備投資資金の調達となっております。運転資

金は自己資金で大部分が賄われており、不足部分を短期借入金で賄っております。また、設備投資資金は通常

発生するものに関しては、自己資金で大部分が賄われておりますが、大型の設備投資資金に関しては、財務の

健全性から一部を長期借入金で調達しております。余剰資金は、短期的な銀行預金ないし安全性の高い債券等

に限定して運用しております。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金、立替金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されております。また、

海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。 

 有価証券及び投資有価証券は、市場価額の変動リスクに晒されております。また、外貨建ての有価証券及び

投資有価証券は、為替の変動リスクに晒されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、海

外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。 

 長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後３年であり

ます。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、営業債権については、営業管理規程に従い、取引先毎に取引開始時における与信調査、期日管理及

び残高管理を継続的に行い、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子

会社についても、同様の管理を行っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理  

 当社グループは、各部署からの報告に基づき財務経理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。 

（関連当事者情報）

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項  

 資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(4）立替金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(3）有価証券、（5）投資有価証券 

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価

格によっております。 

 また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、決算短信における開示の重要性が大きくな

いと考えられるため開示を省略しております。 

負 債 

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、(3）1年内返済予定の長期借入金、(4）未払金、(5）前受金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(6）長期借入金 

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、（3）

有価証券、（5）投資有価証券には含めておりません。 

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  4,045,999  4,045,999  －

(2）受取手形及び売掛金  1,754,300  1,754,300  －

(3）有価証券  42,669  42,669  －

(4）立替金  1,870,271  1,870,271  －

(5）投資有価証券  251,521  251,521  －

 資産計  7,964,763  7,964,763  －

(1）支払手形及び買掛金  945,958  945,958  －

(2) 短期借入金  300,000  300,000  －

(3）1年内返済予定の長期借入金  34,250  34,250  －

(4）未払金  626,937  626,937  －

(5）前受金   955,183  955,183  －

(6）長期借入金  68,500  68,516  16

 負債計  2,930,830  2,930,846  16

区分  連結貸借対照表計上額（千円）  

非上場株式  70,500

ＭＭＦ   46,261
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額  

 ４. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 

  

  
１年以内 
  (千円）  

１年超 
５年以内 
 (千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超  
 (千円） 

現金及び預金  4,045,999  －  －  －

受取手形及び売掛金  1,754,300  －  －  －

合計  5,800,300  －  －  －

  
１年以内 

  (豪ドル） 

１年超 
５年以内 
 (豪ドル） 

５年超 
10年以内 
 (豪ドル） 

10年超  
 (豪ドル） 

有価証券        

その他有価証券のうち満期があるもの        

  債券  500,000  －  －  －

投資有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの        

 債券  －  2,000,000  －  －

合計  500,000  2,000,000  －  －

  
１年以内 
  (千円） 

１年超 
２年以内 
 (千円） 

２年超 
３年以内 
 (千円） 

３年超 
４年以内 
 (千円）  

５年超  
 (千円） 

長期借入金  －  34,250  34,250  －  －

合計  －  34,250  34,250  －  －
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   当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社グループの所要資金調達は、大きく分けて運転資金及び設備投資資金の調達となっております。運転資

金は自己資金で大部分が賄われており、不足部分を短期借入金で賄っております。また、設備投資資金は通常

発生するものに関しては、自己資金で大部分が賄われておりますが、大型の設備投資資金に関しては、財務の

健全性から一部を長期借入金で調達しております。余剰資金は、短期的な銀行預金ないし安全性の高い債券等

に限定して運用しております。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金、立替金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されております。また、

海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。 

 有価証券及び投資有価証券は、市場価額の変動リスクに晒されております。また、外貨建ての有価証券及び

投資有価証券は、為替の変動リスクに晒されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、海外で事業

を行うにあたり生じる外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。 

 長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後３年であり

ます。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、営業債権については、営業管理規程に従い、取引先毎に取引開始時における与信調査、期日管理及

び残高管理を継続的に行い、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子

会社についても、同様の管理を行っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理  

 当社グループは、各部署からの報告に基づき財務経理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項  

 資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(4）立替金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(3）有価証券、（5）投資有価証券 

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価

格によっております。譲渡性預金は、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。 

 また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、決算短信における開示の重要性が大きくない

と考えられるため開示を省略しております。 

負 債 

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、(3）1年内返済予定の長期借入金、(4）前受金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(5）長期借入金 

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、（3）

有価証券、（5）投資有価証券には含めておりません。 

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  4,523,360   4,523,360   －

(2）受取手形及び売掛金  1,949,882   1,949,882   －

(3）有価証券  328,368   328,368   －

(4）立替金  2,148,495   2,148,495   －

(5）投資有価証券  450,182   450,182   －

 資産計  9,400,289   9,400,289   －

(1）支払手形及び買掛金  1,003,289   1,003,289   －

(2) 短期借入金  400,000   400,000   －

(3）1年内返済予定の長期借入金  64,250   64,250   －

(4）前受金   1,137,813   1,137,813   －

(5）長期借入金  89,250   89,330   80

 負債計  2,694,603   2,694,684   80

区分  連結貸借対照表計上額（千円）  

非上場株式  21,469

ＭＭＦ   52,415

関係会社株式  37,747
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額  

 ４. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 

平成23年３月31日）当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  
１年以内 
  (千円）  

１年超 
５年以内 
 (千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超  
 (千円） 

現金及び預金  4,523,360  －  －   －

受取手形及び売掛金  1,949,882  －  －   －

立替金  2,148,495  －  －   －

有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの        

  債券  100,000  －  －    －

  譲渡性預金  100,000  －  －  －

投資有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの        

 債券  －  200,000  －   －

合計  8,821,738  200,000  －   －

  
１年以内 

  (豪ドル） 

１年超 
５年以内 
 (豪ドル） 

５年超 
10年以内 
 (豪ドル） 

10年超  
 (豪ドル） 

有価証券        

その他有価証券のうち満期があるもの        

  債券  1,500,000  －  －   －

投資有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの        

 債券  －  1,000,000  －   －

合計  1,500,000  1,000,000  －   －

  
１年以内 
  (千円） 

１年超 
２年以内 
 (千円） 

２年超 
３年以内 
 (千円） 

３年超 
４年以内 
 (千円）  

５年超  
 (千円） 

長期借入金  －  64,250  25,000  －    －

合計  －  64,250  25,000  －    －

（デリバティブ取引関係）
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 該当事項ありません。 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）付与後に実施された株式分割を考慮した上で、株式数に換算して記載しております。 

  

（ストック・オプション等関係）

 会社名 提出会社 提出会社 

  
平成14年６月22日 
定時株主総会 

ストック・オプション 

平成17年６月28日 
定時株主総会 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及

び数 

当社、当社の子会社及び株式会社イー・ク

ルーティングの役員及び従業員 78名 

当社及び当社子会社の従業員 

79名 

ストック・オプショ

ン数(注） 
普通株式  1,420株 普通株式  1,855株 

付与日 平成14年９月２日 平成17年12月16日 

権利確定条件 権利行使期間内に当社、当社子会社または

株式会社イー・クルーティングの役員及び

従業員の地位であることを要す。但し、当

社子会社または株式会社イー・クルーティ

ングの役員が任期満了により退任した場

合、従業員が定年退職で退職した場合、そ

の他正当な理由のある場合はこの限りでは

ない。 

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使

時においても、当社の従業員及び当社子会

社の従業員の地位にあることを要す。但

し、定年退職その他これに準ずる正当な理

由のある場合はこの限りではない。 

(1）新株予約権の割当を受けた者が死亡し

た場合には、相続人がこれを行使でき

るものとする。 

(2）死亡以外の事由により、当社及び当社

子会社の使用人でなくなったとき新株

予約権を喪失する 

対象勤務期間 平成14年９月２日～平成16年６月22日  平成17年12月16日～平成19年６月28日 

権利行使期間 平成16年６月23日～平成22年６月22日  平成19年６月29日～平成24年６月28日 

 会社名 株式会社イントラスト 株式会社イントラスト  

  第１回新株予約権  第２回新株予約権  

付与対象者の区分及

び数 
同社取締役 ３名  同社従業員 ６名 同社取締役 ３名  同社従業員 ８名 

ストック・オプショ

ン数 
普通株式  86株 普通株式  114株 

付与日 平成19年４月１日 平成19年９月10日 

権利確定条件 新株予約権者の割当を受けた者が権利確定

日においても、同社の取締役、監査役又は

従業員の地位にあることを要す。但し、同

社の取締役会による承認を受け、かつ、書

面による承諾を得た場合はこの限りでな

い。  

新株予約権者の割当を受けた者が権利確定

日においても、同社の取締役、監査役又は

従業員の地位にあることを要す。但し、同

社の取締役会による承認を受けた場合はこ

の限りでない。  

対象勤務期間 平成19年４月１日～平成21年３月31日  平成19年９月10日～平成21年３月31日 

権利行使期間 平成21年４月１日～平成26年９月30日  平成21年４月１日～平成28年９月30日 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

（注）株式会社イントラストの未行使残高については、当連結会計年度末に新規連結子会社としたことによるものであ

ります。 

② 単価情報 

  

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 平成19年４月１日及び平成19年９月10日に付与された株式会社イントラストのストック・オプションについて

は、同社が非公開企業であったため、公正な評価単価に代え、単位当たりの本源的価値に基づいて会計処理を行

っております。なお、単位当たりの本源的価値を算出するための基礎となった算定時点における自社の株式の評

価額は純資産法によっております。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 将来の失効数の合理的な見積もりは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

  

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的

価値の合計額及び権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

  

 ① 当連結会計年度末における本源的価値の合計額           －千円 

 ② 当連結会計年度において権利行使された本源的価値の合計額     －千円 

  

 会社名 提出会社 提出会社 株式会社イントラスト 株式会社イントラスト

  
平成14年６月22日 
定時株主総会 

ストック・オプション 

平成17年６月28日 
定時株主総会 

ストック・オプション
第１回新株予約権 第２回新株予約権 

権利確定前 （株）         

前連結会計年度末  －  459  －  －

付与  －  －  －  －

失効  －  40  －  －

権利確定  －  419  －  －

未確定残  －  －  －  －

権利確定後 （株）         

前連結会計年度末  35  451   －   －

権利確定  －  419   －   －

権利行使  －  －   －   －

失効  －  466   －   －

未行使残（注）  35  404   76   101

 会社名 提出会社 提出会社 株式会社イントラスト 株式会社イントラスト

  
平成14年６月22日 
定時株主総会 

ストック・オプション 

平成17年６月28日 
定時株主総会 

ストック・オプション
第１回新株予約権 第２回新株予約権 

権利行使価格 

（円） 
 39,000  316,000  50,000  50,000

行使時平均株価

（円） 
 －  －  －  －

公正な評価単価 

（付与日）（円） 
 －  －  －  －
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 該当事項ありません。 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）付与後に実施された株式分割を考慮した上で、株式数に換算して記載しております。 

  

 会社名 提出会社 提出会社 

  
平成14年６月22日 
定時株主総会 

ストック・オプション 

平成17年６月28日 
定時株主総会 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及

び数 

当社、当社の子会社及び株式会社イー・ク

ルーティングの役員及び従業員 78名 

当社及び当社子会社の従業員 

79名 

ストック・オプショ

ン数(注） 
普通株式  1,420株 普通株式  1,855株 

付与日 平成14年９月２日 平成17年12月16日 

権利確定条件 権利行使期間内に当社、当社子会社または

株式会社イー・クルーティングの役員及び

従業員の地位であることを要す。但し、当

社子会社または株式会社イー・クルーティ

ングの役員が任期満了により退任した場

合、従業員が定年退職で退職した場合、そ

の他正当な理由のある場合はこの限りでは

ない。 

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使

時においても、当社の従業員及び当社子会

社の従業員の地位にあることを要す。但

し、定年退職その他これに準ずる正当な理

由のある場合はこの限りではない。 

(1）新株予約権の割当を受けた者が死亡し

た場合には、相続人がこれを行使でき

るものとする。 

(2）死亡以外の事由により、当社及び当社

子会社の使用人でなくなったとき新株

予約権を喪失する 

対象勤務期間 平成14年９月２日～平成16年６月22日  平成17年12月16日～平成19年６月28日 

権利行使期間 平成16年６月23日～平成22年６月22日  平成19年６月29日～平成24年６月28日 

 会社名 株式会社イントラスト 株式会社イントラスト  

  第１回新株予約権  第２回新株予約権  

付与対象者の区分及

び数 
同社取締役 ３名  同社従業員 ６名 同社取締役 ３名  同社従業員 ８名 

ストック・オプショ

ン数 
普通株式  86株 普通株式  114株 

付与日 平成19年４月１日 平成19年９月10日 

権利確定条件 新株予約権者の割当を受けた者が権利確定

日においても、同社の取締役、監査役又は

従業員の地位にあることを要す。但し、同

社の取締役会による承認を受け、かつ、書

面による承諾を得た場合はこの限りでな

い。  

新株予約権者の割当を受けた者が権利確定

日においても、同社の取締役、監査役又は

従業員の地位にあることを要す。但し、同

社の取締役会による承認を受けた場合はこ

の限りでない。  

対象勤務期間 平成19年４月１日～平成21年３月31日  平成19年９月10日～平成21年３月31日 

権利行使期間 平成21年４月１日～平成26年９月30日  平成21年４月１日～平成28年９月30日 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

② 単価情報 

  

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 平成19年４月１日及び平成19年９月10日に付与された株式会社イントラストのストック・オプションについて

は、同社が非公開企業であったため、公正な評価単価に代え、単位当たりの本源的価値に基づいて会計処理を行

っております。なお、単位当たりの本源的価値を算出するための基礎となった算定時点における自社の株式の評

価額は純資産法によっております。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 将来の失効数の合理的な見積もりは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

  

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的

価値の合計額及び権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

  

 ① 当連結会計年度末における本源的価値の合計額           －千円 

 ② 当連結会計年度において権利行使された本源的価値の合計額     －千円 

  

 会社名 提出会社 提出会社 株式会社イントラスト 株式会社イントラスト

  
平成14年６月22日 
定時株主総会 

ストック・オプション 

平成17年６月28日 
定時株主総会 

ストック・オプション
第１回新株予約権 第２回新株予約権 

権利確定前 （株）         

前連結会計年度末  －  －  －  －

付与  －  －  －  －

失効  －  －  －  －

権利確定  －  －  －  －

未確定残  －  －  －  －

権利確定後 （株）         

前連結会計年度末  35  404   76   101

権利確定  －  －   －   －

権利行使  35  －   －   －

失効  －  25   8   6

未行使残  －  379   68   95

 会社名 提出会社 提出会社 株式会社イントラスト 株式会社イントラスト

  
平成14年６月22日 
定時株主総会 

ストック・オプション 

平成17年６月28日 
定時株主総会 

ストック・オプション
第１回新株予約権 第２回新株予約権 

権利行使価格 

（円） 
 39,000  316,000  50,000  50,000

行使時平均株価

（円） 
 137,750  －  －  －

公正な評価単価 

（付与日）（円） 
 －  －  －  －

㈱プレステージ・インターナショナル（4290）　平成23年３月期　決算短信

－  41　4



  

（企業結合等関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．被取得企業の概要、企業結合を行った主な理由、企

業結合日、企業結合の法的形式、株式取得の相手先の名

称  

（1）被取得企業の概要  

（2）企業結合を行った主な理由 

当社グループは、事業及び業容の拡大の一環とし

て、平成18年より家賃保証事業を展開しております。

同事業においては、家賃保証業務のほか、加入に関す

る事務全般の業務を行っております。 

この度の子会社化については、厳しい経済環境が続

く中、当社グループの総合力の向上を目指す上では同

事業の更なる拡大が必要であり、人材の相互活用、間

接業務の集約化、資金需要の効率的運用などグループ

経営体制を強化し、同社の発展を加速させ、連結業績

の向上を目的とするものであります。 

（3）企業結合日 

平成22年２月３日 

（4）企業結合の法的形式 

株式取得 

（5）株式取得の相手先の名称 

フィンテックグローバル株式会社  

 被取得企業の名称  株式会社イントラスト 

 主な事業の内容   滞納家賃保証事業 

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

２．被取得企業の取得原価及び議決権比率 

普通株式（1,950株） 10百万円 

議決権比率      48.75％  

  なお、平成22年２月26日に第三者割当増資によ

り、所有株式数は2,380株となり、議決権比率は

53.72％となっております。 

  また、募集株式の発行により、26百万円の払込

を行っております。  

※ 本株式の取得の他、フィンテックグローバル株

式会社より株式会社イントラストに対しての貸付

債権を譲受けました。 

譲受前の債権額  0百万円 

譲受後の債権額 650百万円（譲受価格390百万円） 

  なお、株式会社イントラストの銀行からの借入金

に対して、フィンテックグローバル株式会社から預

金担保する旨の契約を銀行と締結しておりました

が、当社から株式会社イントラストへ貸付を行った

ことにより契約を解除しております。 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

３．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却

期間 

（1）発生したのれんの金額 

25百万円 

（2）発生原因 

  株式会社イントラストの受入れる資産及び引受け

る負債の額との差額に対する持分相当額が取得原価

を下回ったため、その差額をのれんとして認識いた

しました。 

（3）償却方法及び償却期間 

重要性が乏しいため、一括償却いたします。 

  

４．企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並び

にその主な内訳 

 流動資産 1,268百万円

 固定資産 52百万円

 資産合計 1,321百万円

 流動負債 646百万円

 固定負債 650百万円

 負債合計 1,296百万円

  

５．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定

した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額 

  

  

 （概算額の算定方法） 

  企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定し

て算定された売上高及び損益情報と取得企業の連結損益

計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の

概算額としております。 

  なお、当該注記は監査証明を受けておりません。  

  

 売上高 998百万円

 営業利益 60百万円

 経常利益 42百万円

 税金等調整前当期純利益 △87百万円

 当期純利益 △47百万円

 １株当たり当期純利益 △642.00円
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（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

  

 （1）前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。  

 （2）当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 93,648円80銭 

１株当たり当期純利益金額 21,449円98銭 

潜在株式調整後        

１株当たり当期純利益金額 
21,442円74銭 

１株当たり純資産額 円02銭 104,509

１株当たり当期純利益金額 円52銭 15,471

潜在株式調整後        

１株当たり当期純利益金額 
円68銭 15,470

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  1,587,641  1,145,588

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  1,587,641  1,145,588

普通株式の期中平均株式数（株）  74,016  74,045

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  25  4

（うち新株予約権）  ( ) 25  ( ) 4

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

（提出会社）  

 平成17年６月28日の定時株主総

会決議後、平成17年12月15日に発

行された新株予約権。 

  新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

 普通株式   株 

（連結子会社） 

 平成19年１月24日の臨時株主総

会決議後、平成19年４月１日に発

行された新株予約権。 

  新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

 普通株式   株 

 平成19年１月24日の臨時株主総

会決議後、平成19年９月10日に発

行された新株予約権。 

  新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

 普通株式   株 

404

76

101

（提出会社）  

 平成17年６月28日の定時株主総

会決議後、平成17年12月15日に発

行された新株予約権。 

  新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

 普通株式   株 

（連結子会社） 

 平成19年１月24日の臨時株主総

会決議後、平成19年４月１日に発

行された新株予約権。 

  新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

 普通株式   株 

 平成19年１月24日の臨時株主総

会決議後、平成19年９月10日に発

行された新株予約権。 

  新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

 普通株式   株 

379

68

95

（重要な後発事象）
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 リース取引、税効果会計、有価証券、退職給付、資産除去債務、賃貸等不動産、開示対象特別目的会社に関する注記

事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 なお、当該注記事項に関しては、平成23年６月29日提出予定の有価証券報告書に記載いたしますので、「金融商 

品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム」（ＥＤＩＮＥＴ）でご覧いただくこと 

ができます。 

（開示の省略）
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４．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※3  2,456,024 ※3  2,695,322

売掛金 1,041,836 1,268,438

有価証券 88,931 380,783

原材料及び貯蔵品 474 428

前渡金 3,863 －

前払費用 38,146 50,060

未収入金 320,589 300,785

立替金 536,991 246,025

繰延税金資産 76,492 95,152

短期貸付金 ※2  308,534 －

その他 906 61,745

貸倒引当金 △48,449 △52,682

流動資産合計 4,824,341 5,046,059

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※3,4  1,194,013 ※3,4  1,279,217

減価償却累計額 △350,250 △441,051

建物（純額） 843,762 838,166

構築物 ※4  86,184 ※4  101,856

減価償却累計額 △50,365 △68,358

構築物（純額） 35,819 33,497

車両運搬具 ※4  11,746 11,840

減価償却累計額 △9,539 △10,449

車両運搬具（純額） 2,207 1,391

工具、器具及び備品 ※4  202,323 ※4  214,048

減価償却累計額 △135,651 △164,000

工具、器具及び備品（純額） 66,671 50,047

土地 116,868 116,868

リース資産 137,733 137,733

減価償却累計額 △55,025 △98,800

リース資産（純額） 82,707 38,933

有形固定資産合計 1,148,035 1,078,904

無形固定資産   

ソフトウエア ※4  298,351 ※4  333,376

リース資産 7,513 3,701

その他 ※4  14,961 ※4  10,545

無形固定資産合計 320,826 347,622
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 322,021 471,652

関係会社株式 767,680 1,319,383

長期貸付金 24,804 17,554

従業員に対する長期貸付金 4,892 4,142

破産更生債権等 1,519 2,638

差入保証金 98,048 109,207

長期前払費用 258 201

繰延税金資産 71,781 38,030

その他 70,512 70,512

貸倒引当金 △51,677 △45,544

投資その他の資産合計 1,309,843 1,987,778

固定資産合計 2,778,705 3,414,305

資産合計 7,603,046 8,460,364

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※2  718,813 ※2  842,742

1年内返済予定の長期借入金 ※3  34,250 ※3  64,250

リース債務 50,270 42,123

未払金 371,073 272,594

未払法人税等 328,987 234,425

未払消費税等 179,155 －

前受金 926,896 1,107,711

預り金 110,395 ※2  305,783

賞与引当金 87,242 149,219

その他 26,869 102,341

流動負債合計 2,833,952 3,121,192

固定負債   

長期借入金 ※3  68,500 ※3  89,250

リース債務 46,416 4,293

繰延税金負債 837 －

退職給付引当金 46,215 52,017

資産除去債務 － 111,727

固定負債合計 161,969 257,288

負債合計 2,995,921 3,378,480
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 985,789 986,472

資本剰余金   

資本準備金 378,475 379,157

その他資本剰余金 167,943 167,943

資本剰余金合計 546,418 547,101

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 3,219,156 3,690,302

利益剰余金合計 3,219,156 3,690,302

自己株式 △137,000 △137,000

株主資本合計 4,614,365 5,086,875

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △7,239 △4,991

評価・換算差額等合計 △7,239 △4,991

純資産合計 4,607,125 5,081,884

負債純資産合計 7,603,046 8,460,364
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

ＢＰＯ業務収入 12,633,333 －

売上高 － 14,033,157

売上高合計 12,633,333 14,033,157

売上原価   

ＢＰＯ業務収入原価 10,030,722 －

売上原価 － 11,633,829

売上原価合計 10,030,722 11,633,829

売上総利益 2,602,611 2,399,328

販売費及び一般管理費 ※1  988,458 ※1  973,848

営業利益 1,614,152 1,425,480

営業外収益   

受取利息 ※2  14,039 4,091

有価証券利息 50 16,821

受取配当金 ※2  24,243 ※2  37,795

為替差益 68,629 39,098

その他 1,905 1,899

営業外収益合計 108,868 99,706

営業外費用   

支払利息 5,340 4,313

リース解約損 － 2,511

貸倒引当金繰入額 4,483 －

障害者雇用納付金 1,350 2,400

その他 811 907

営業外費用合計 11,984 10,132

経常利益 1,711,036 1,515,054

特別利益   

固定資産売却益 ※3  8,427 －

関係会社株式売却益 － ※2  22,986

貸倒引当金戻入額 8,654 6,892

補助金収入 27,633 5,493

その他 1 －

特別利益合計 44,716 35,372

特別損失   

固定資産売却損 ※4  551 －

固定資産臨時償却費 ※5  81,498 －

投資有価証券評価損 65,690 61,480

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 45,730

合意清算金 ※6  58,413 －

下請代金返還金 － ※7  224,987

その他 41,190 16,863

特別損失合計 247,344 349,061

税引前当期純利益 1,508,409 1,201,365

法人税、住民税及び事業税 627,057 532,425

法人税等調整額 △2,627 12,710

法人税等合計 624,429 545,135

当期純利益 883,979 656,229
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原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費         

給与手当    1,918,750        1,861,534      

賞与    61,670        76,774      

賞与引当金繰入額     53,508        106,932      

雑給    425,917        470,329      

派遣費用    216,390        190,176      

その他    439,880        506,525      

計    3,116,116  31.1  3,212,274  27.6

Ⅱ 経費         

家賃    64,700        69,560      

リース料    88,186        86,600      

減価償却費    261,801        270,134      

通信費    312,467        343,081      

荷造運賃    37,358        35,732      

消耗品費    82,914        74,894      

その他    346,932        383,144      

計    1,194,362  11.9  1,263,147  10.9

Ⅲ その他         

外注委託費    4,235,639        5,068,691      

国内委託料    74,899        77,754      

拠点委託料    1,409,701        2,011,960      

その他    2       －      

計    5,720,242  57.0  7,158,407  61.5

合計    10,030,722  100.0  11,633,829  100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 985,789 985,789

当期変動額   

新株の発行 － 682

当期変動額合計 － 682

当期末残高 985,789 986,472

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 378,475 378,475

当期変動額   

新株の発行 － 682

当期変動額合計 － 682

当期末残高 378,475 379,157

その他資本剰余金   

前期末残高 167,943 167,943

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 167,943 167,943

資本剰余金合計   

前期末残高 546,418 546,418

当期変動額   

新株の発行 － 682

当期変動額合計 － 682

当期末残高 546,418 547,101

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,501,713 3,219,156

当期変動額   

剰余金の配当 △166,536 △185,083

当期純利益 883,979 656,229

当期変動額合計 717,443 471,145

当期末残高 3,219,156 3,690,302

利益剰余金合計   

前期末残高 2,501,713 3,219,156

当期変動額   

剰余金の配当 △166,536 △185,083

当期純利益 883,979 656,229

当期変動額合計 717,443 471,145

当期末残高 3,219,156 3,690,302

自己株式   

前期末残高 △137,000 △137,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △137,000 △137,000
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 3,896,921 4,614,365

当期変動額   

新株の発行 － 1,365

剰余金の配当 △166,536 △185,083

当期純利益 883,979 656,229

当期変動額合計 717,443 472,510

当期末残高 4,614,365 5,086,875

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △23,264 △7,239

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16,024 2,248

当期変動額合計 16,024 2,248

当期末残高 △7,239 △4,991

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △23,264 △7,239

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16,024 2,248

当期変動額合計 16,024 2,248

当期末残高 △7,239 △4,991

純資産合計   

前期末残高 3,873,657 4,607,125

当期変動額   

新株の発行 － 1,365

剰余金の配当 △166,536 △185,083

当期純利益 883,979 656,229

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16,024 2,248

当期変動額合計 733,467 474,759

当期末残高 4,607,125 5,081,884
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(4）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

 １．      ──────────  １．関係会社に対する資産の合計額が、総資産の総額の

100分の１を超えており、その金額の合計額は

92,199千円であります。  

※２．関係会社に対する資産及び負債が次のとおり含まれ

ております。 

※２．関係会社に対する負債が次のとおり含まれておりま

す。 

貸付金 266,245千円

買掛金 254,190千円

買掛金 290,086千円

預り金 180,160千円

※３．担保提供資産 

長期借入金 千円及び１年内返済予定の長期

借入金 千円の担保として提供している資産は

次のとおりであります。 

68,500

34,250

※３．担保提供資産 

長期借入金 千円及び１年内返済予定の長期

借入金 千円の担保として提供している資産は

次のとおりであります。 

34,250

34,250

 上記のほか、自動車関連事業を行うための最低保

証金として定期預金 千円を預けております。 

建物 270,987千円 （帳簿価額） 

5,000

 上記のほか、ロードアシスト事業を行うための最

低保証金として定期預金 千円を預けておりま

す。 

建物 256,402千円 （帳簿価額） 

5,002

※４．圧縮記帳 

国庫等補助金により取得した資産につき取得価額

から控除されている圧縮記帳額は次のとおりであり

ます。 

※４．圧縮記帳 

国庫等補助金により取得した資産につき取得価額

から控除されている圧縮記帳額は次のとおりであり

ます。 

建物 187,923千円

構築物 25,725千円

車両運搬具 93千円

工具、器具及び備品 34,076千円

ソフトウエア 31,267千円

その他無形固定資産 9千円

建物 187,937千円

構築物 25,725千円

工具、器具及び備品 34,236千円

ソフトウエア 35,159千円

その他無形固定資産 9千円

 ５．当座貸越契約  ５．当座貸越契約 

当社は、資金調達の効率化及び安定化を図るた

め、取引銀行数行と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当社は、資金調達の効率化及び安定化を図るた

め、取引銀行数行と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越極度額 1,100,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,100,000千円

当座貸越極度額 1,100,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,100,000千円

  ６．偶発債務   ６．偶発債務 

下記連結子会社のリース債務等に対し、債務保証

を行っております。 

下記連結子会社のリース債務等に対し、債務保証

を行っております。 

下記連結子会社の銀行借入金に対し、債務保証を

行なっております。 

（保証極度額 千円） 

 なお、㈱イントラストに対しては、当連結子会

社の親会社であるPrestige International (S) Pte 

Ltd.も同様に債務保証を行なっております。 

㈱プレミアＲＳ 113,451千円

    

㈱イントラスト 300,000千円

320,000

下記連結子会社の銀行借入金に対し、債務保証を

行なっております。 

（保証極度額 千円） 

 なお、㈱イントラストに対しては、当連結子会

社の親会社であるPrestige International (S) Pte 

Ltd.も同様に債務保証を行なっております。 

㈱プレミアアシスト東日本 42,164千円

㈱プレミアアシスト西日本 29,620千円

㈱イントラスト 400,000千円

520,000
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前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は１％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は99％であり

ます。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は１％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は ％であり

ます。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

99

役員報酬 138,048千円

給与及び手当 374,892千円

賞与引当金繰入額 33,734千円

退職給付費用 2,115千円

法定福利費 69,668千円

支払家賃 93,549千円

減価償却費 14,218千円

支払手数料 61,715千円

貸倒引当金繰入額 5,732千円

旅費交通費 53,081千円

役員報酬 147,624千円

給与及び手当 378,951千円

賞与引当金繰入額 42,286千円

退職給付費用 1,744千円

法定福利費 68,285千円

支払家賃 75,379千円

減価償却費 13,682千円

支払手数料 64,278千円

貸倒引当金繰入額 11,135千円

    

※２．関係会社に関する事項 ※２．関係会社に関する事項 

受取利息 2,380千円

受取配当金 20,400千円

受取配当金 31,656千円

関係会社株式売却益 22,986千円

※３．固定資産売却益は、工具、器具及び備品の売却によ

るものであります。 

 ３．      ──────────  

※４．固定資産売却損は、建物343千円、工具、器具及び

備品207千円であります。 

 ４．      ──────────  

※５．固定資産臨時償却費は、ソフトウエアの販売数量の

見直しにより資産評価を行った臨時償却費でありま

す。 

 ５．      ──────────  

※６．合意清算金は、主に業務委託契約の終了により発生

した清算金であります。 

 ６．      ──────────  

 ７．     ────────── ※７．下請代金返還金は、公正取引委員会より下請代金遅

延等防止法に係る調査を受けて、当社の協力会社か

ら徴収しておりました協力会会費を自主的に返還し

たものであります。        

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

普通株式  1,000  －  －  1,000

合計  1,000  －  －  1,000

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

普通株式  1,000  －  －  1,000

合計  1,000  －  －  1,000
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 該当事項はありません。       

５．その他
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